令和５年度スマート保安導入支援事業費補助金（計画策定支援）
単独申請の　必要書類　一覧
2023/08版
	Ｎｏ，
	書類名称

	書式
	説明
	事業者

	　1
	事業者基本情報
	指定
別添１
	
	　◎

	　2
	支出計画書
	指定
別添2
	想定される支出計画に基づき、補助対象支出に係る各費目の内訳および合計を算出すること。
	　◎

	　3
	支出計画の根拠
（見積書等）

	自由

	支出計画書に記載の費目単価を説明する根拠となる資料を提出すること。見積書や内規等を想定。

※外注費・委託費・調達費・工事費で見積、内規等がない場合には、根拠がわかる資料を別途作成すること。
	　◎

	　4
	人件費計算根拠
	指定
別添4
	別添ファイルの書式を使用する。

指定項目について資料を作成する。
	　◎

	　5
	交付申請書
	指定
様式
第１
	7項以下　（注１）1～５について、書面を添付すること。（注１）6については、一覧Ｎｏ，7で、添付する。
	　◎

	　6
	補助事業概要説明書

	指定

別添5
	別添ファイルの書式を使用する。

指定項目について説明書を作成する。
	　◎

	　7
	役員名簿
	指定
別添3
	役員とは会社法上の役員であり、取締役、監査役、会計参与のことを指す。

※登記申請中等の場合であれば、その旨を申告すること。
	　◎


別添１










単独申請
	補助事業者情報、　

	基
本
情
報
	会社名
	

	
	住所

	

	
	代表者役職
	

	
	氏名
	

	
	資本金又は出資総額
	

	
	常時雇用する従業員数
	

	補助事業者担当者情報、　

	担
当
者
情
報
	部署
	

	
	担当者役職①
	

	
	担当者氏名①
	

	
	電話番号①
	

	
	メールアドレス①
	

	
	担当者役職②
	

	
	担当者氏名②
	

	
	電話番号②
	

	
	メールアドレス②
	


	
	担当者役職③
	

	
	担当者氏名③
	

	
	電話番号③
	

	
	メールアドレス③
	

	
	書類送付先住所

	

	要
件
確
認
	予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定への該当
　　　
· 上記規定に該当しないことを確認しました。

	
	他の国庫事業との重複有無（※　同一の費用に対して、本補助金と国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化法第２条第４項第１号に掲げる補助金、および同項第２号に掲げる資金を含む。）の併用はできません。）
· 他の国庫事業との重複はありません。

	
	中小企業は、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）に基づく中小企業者とする。ただし次のいずれかに該当する者は中小企業以外とする。

①資本金又は出資金が5億円以上の法人（中小企業を除く）に直接又は間接に100%の株式を保有される中小・小規模事業者。

②交付申請時において、確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える中小・小規模事業者。

　　　
· 中小企業に該当。　　　　□　中小企業以外に該当。


別添２　　支出計画書








単独申請
	申請者　会社名
	


	区　分
	内　訳
	経　費
	算出根拠

	人権費
	
	
	

	事業費
	旅費
謝金
会議費
補助人件費
リース・レンタル費
消耗品費
広報費
印刷製本費

その他諸経費
システム構築費

知的財産権関連費
	
	

	委託費・外注費
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	
	

	消費税
	
	
	

	合計
	
	
	


様式第１（単独申請）
                                                                    年    月    日
  株式会社ＪＴＢ
代表取締役　社長執行役員　山北　栄二郎  殿
                                           
申請者
    






住所　
                                                      氏名  　法人にあっては名称
                                                              及び代表者の氏名  　  
令和５年度スマート保安導入支援事業費補助金（計画策定支援）交付申請書
　スマート保安導入支援事業費補助金（計画策定支援）交付規定（番号。以下「交付規定」という。）第４条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付要綱の定めるところに従うことを承知の上、申請します。
                                          記
１．補助事業の目的及び内容
２．補助事業の開始及び完了予定日
３．補助事業に要する経費               　　　　　　　　       円
４．補助対象経費                       　　　　　　　　       円
５．補助金交付申請額                         　　　　　　　　 円
６．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
７．同上の金額の算出基礎
（注１）申請書には、次の事項を記載した書面を添付すること。
１．申請者の営む主な事業　
２．申請者の資産及び負債に関する事項
３．補助事業の経費のうち補助金によって賄われる部分以外の部分の負担者、負担額及び負担方法
４．補助事業の効果
５．補助事業に関して生ずる収入金に関する事項

６. 申請者の役員等名簿
（注２）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額
別添４

人件費計算根拠

別添ファイルの書式を使用する。

指定項目について説明書を作成する。

タイトル：　人件費計算根拠

別添5

補助事業概要説明書　　

別添ファイルの書式を使用する。

指定項目について説明書を作成する。

タイトル：　補助事業概要説明書

別添3










単独申請
役員名簿（記載例）
	氏名カナ
	氏名漢字
	生年月日
	性別
	会社名
	役職名

	
	
	和暦
	年
	月
	日
	
	
	

	ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ
	訓練　実施
	S
	30
	03
	04
	M
	株式会社訓練
	代表取締役社長

	ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ
	東北　一郎
	S
	40
	01
	01
	M
	株式会社訓練
	常務取締役

	ｶﾝｻｲ ﾊﾅｺ
	関西　花子
	S
	45
	12
	24
	F
	株式会社訓練
	取締役営業本部長

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

　役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を記載する。（上記記載例参照）。

　また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

